
岐阜県終身建物賃貸借認可等事務取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 終身建物賃貸借制度の実施については、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13

年法律第 26 号。以下「法」という。）及び高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平

成 13 年国土交通省令第 115 号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要領の定め

るところによる。 

 

（事業の認可） 

第２条 法第 53 条第 1 項の規定により、事業の認可を受けようとする者は、別記第１号様式及

び別表１に掲げる書類により知事に申請しなければならない。 

２ 知事は、法第 54 条の規定に基づき事業の認可を行ったときは、法第 55 条に基づき、別記第

３号様式により申請者に通知するものとする。 

３ 知事は、前項の規定による認可を行った場合は、認可住宅が所在する市町村長にその旨を通

知するものとする。 

４ 知事は、第１項の申請が法第 54 条の規定に適合しないと認めるときは、その旨を別記第４

号様式により申請者に通知するものとする。 

 

（事業の変更認可） 

第３条 事業の認可を受けた終身賃貸事業者（以下「認可事業者」という。）は、法第 56 条の規

定に基づき認可を受けた事業の変更をしようとするときは、あらかじめ、別記第５号様式によ

り知事に申請しなければならない。 

２ 知事は、法第 56 条の規定に基づき事業の変更認可を行ったときは、その旨を別記第６号様

式により申請者に通知するものとする。 

３ 知事は、前項の規定による認可を行った場合は、認可住宅が所在する市町村長にその旨を通

知するものとする。 

４ 知事は、第１項の申請が法第 54 条の規定に適合しないと認めるときは、その旨を別記第７

号様式により申請者に通知するものとする。 

 

（事業の軽微な変更） 

第４条 認可事業者は、規則第 40 条に規定する軽微な変更をした場合は、その旨を別記第８号

様式により遅滞なく知事に届け出なければならない。 

２ 知事は、前項の届を受理したときは、認可住宅が所在する市町村長にその旨を通知するもの

とする。 

 

（賃貸借契約） 

第５条 終身建物賃貸借契約は、国土交通省の終身建物賃貸借に係る契約書の雛形を標準とする

ものとする。 

 

（認可事業者による終身建物賃貸借の解約の申入れ） 

第６条 認可事業者は、法第 58 条第 1 項の規定により終身建物賃貸借の解約をしようとすると



きは、あらかじめ、その旨を別記第９号様式に解約事由が生じたことを証する書類等を添えて、

知事に申請しなければならない。 

２ 知事は、前項の申請が法第 58 条第１項の規定に適合すると認めるときは、その旨を別記第

１０号様式により申請者に通知するものとする。 

３ 知事は、第１項の申請が法第 58 条第１項の規定に適合しないと認めるときは、その旨を別

記第１１号様式により申請者に通知するものとする。 

 

（助言及び指導） 

第７条 知事は、認可事業者に対し、認可住宅の管理に関し必要な助言及び指導をすることがで

きる。 

 

（管理状況報告） 

第８条 認可事業者は、毎年５月末日現在における認可住宅に関する管理の状況について、当該

年の６月末日までに、別記第１２号様式により知事に報告しなければならない。 

 

（地位の承継） 

第９条 法第 67 条第 1 項の規定により地位を承継した者は、同条第 2 項の規定により、その旨

を別記第１３号様式及び別表２に掲げる書類により遅滞なく知事に届け出なければならない。 

２ 同条第 3 項の規定により知事の承認を受けようとするときは、あらかじめ、その旨を別記第

１４号様式及び別表２に掲げる書類により知事に申請しなければならない。 

３ 知事は、前項の申請を承認するときは、その旨を別記第１５号様式により申請者に通知する

ものとする。 

４ 知事は、第 2 項の申請を承認しないときは、その旨を別記第１６号様式により申請者に通知

するものとする。 

 

（改善命令） 

第 11 条 知事は、法第 68 条の規定により認可住宅の管理の改善を命令する場合は、別記第１７

号様式により行うものとする。 

 

（事業認可の取消し） 

第 12 条 知事は、法第 69 条第 1 項の規定により事業の認可を取り消した場合は、別記第１８号

様式により認可事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、法第 69 条第 1 項の規定により事業の認可を取り消した場合は、認可住宅が所在す

る市町村長にその旨を通知するものとする。 

 

（事業の廃止） 

第 13 条 認可事業者は、法第 70 条第 1 項の規定により認可を受けた事業を廃止しようとすると

きは、その旨を別記第１９号様式により知事に届け出なければならない。 

２ 知事は、前項の届を受理したときは、認可住宅が所在する市町村長にその旨を通知するもの

とする。 

 



（賃貸住宅への円滑な入居のための援助） 

第 14 条 知事は、認可事業者が破産手続開始の決定を受けたときその他終身建物賃貸借の賃借

人（賃借人であった者を含む。）の居住の安定を図るため必要があると認めるときは、当該賃

借人に対し、他の適当な賃貸住宅に円滑に入居するために必要な助言その他の援助をすること

ができる。 

 

   附 則 

 この要領は、平成 18 年 3 月 23 日から施行する。 

 この要領は、平成 23 年 10 月 20 日から施行する。 

 この要領は、令和元年 7 月 22 日から施行する。 

 この要領は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

 

 

 



別表１ 

事業認可申請添付書類 

1 

①新築の場合 

縮尺、方位、間取り、各室の用途及び施設の概要を表示した各階平面図 

②既存住宅の場合 

賃貸住宅の規模及び設備の概要を表示した間取図 

※①、②とも加齢対応構造の状況等を記載しているもの 

2 
法第54条第1項第二号から第七号までに掲げる基準に適合することを誓約する書面

（誓約書（別記第２号様式）） 

3 終身建物賃貸借契約書の書式 

4 
昭和 56 年 5 月 31 日以前に新築工事に着手したものであるときは、新耐震基準等を

満たすことが確認できる書類 

5 その他知事が必要と認める書類 

 

別表２ 

地位承継届、地位承継承認申請書添付書類 

1 地位の承継を証する書類 

2 その他知事が必要と認める書類 

 


